
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地区計画制度は、市民と松阪市が協力しながらまちづくりのルールを定め、このまち

づくりのルールに基づいて建築物等の建築などを行っていくことによって、住み良い住

環境や誇りのもてる美しいまちなみの形成など地区レベルで総合的なまちづくりを進

めていく制度です。 

届出制度（都市計画法第 58 条の 2） 
当該地区で建築物の建築や土地の造成などを行なおうとする方は、地区計画に定

められたまちづくりの目標やルール（地区整備計画）にしたがって実施していただ

くことになります。また、それらの行為に着手する３０日以上前に、届出書及び設

計書などの添付書類を都市政策部 建築開発課に届出して下さい。 

地区計画で定められた内容と適合している届出については、受理いたします。  

しかし、その内容が地区計画に適合していないものについては、設計の変更等を

行ってもらうように指導し、必要に応じて勧告することもあります。 
 
届出を要する行為 

① 土地の区画形質の変更（宅地造成や、道路の新設などを伴う土地区画の変更） 

② 建築物の建築又は工作物の建築（新築、増築、改築、移転） 

③ 建築物の用途変更 

④ 建築物等の形態又は意匠の変更 

⑤ その他、地区整備計画で制限のある行為（垣・さくの新設等） 
 

※  届出の用紙は都市政策部 建築開発課にあります。 

地区計画に関するお問合せ先 
〒５１５－８５１５ 松阪市殿町１３４０－１ 

 松阪市都市政策部  

都市計画課 都市計画係 ℡５３－４１６８ 

      建築開発課 審査係   ℡５３－４１５６ 

　建設部　建築開発課　

都市計画課　まちづくり計画係

建築開発課　審査係

松阪市建設部
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１． 地区計画の方針 
名  称 殿町地区地区計画 

位  置 松阪市殿町の一部、魚町の一部、大黒田町の一部 

区  域 計画図表示のとおり 

面  積 約 ４０．５ ha 

区
域
の
整
備
・
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
針 

地区計画の目標  本地区は、松阪城跡と四五百の森を核とした静かで自然豊かな緑の多い地域である。なかで

も武家屋敷跡等のまちなみは、生垣が続き閑静で格調高く、歴史を感じさせる風情のある住宅

地となっている。 
 これらの歴史的な景観を損なわない新しいまちなみを創っていくことを当地区の目標とす

る。 
 

土地利用の方針  松阪城跡と四五百の森周辺の歴史的な景観に配慮した土地利用を設定する。 
①上殿町、本殿町地区は、生垣のある閑静な住居地域で、低層建築物を中心とした緑の多い住

宅地としての土地利用を図る。 
②殿町第一校区地区は、住居と商業・公共施設が調和した、低層建築物を中心とした住環境を

守る土地利用を図る。 
③幸、桃山地区は、都市計画道路高町松江岩内線（通称商業通り）を中心に住宅地と調和した

商業・業務施設の集積を図るとともに、低層建築物を中心とした住環境を守る土地利用を図る。 
④御城番地区は、歴史的なまちなみと生垣のある低層建築物を中心とした住宅地としての土地

利用を図る。 
⑤四五百の森地区は、四五百の森周辺の緑など自然景観を生かした土地利用を図る。 
⑥松阪城跡地区は、松阪城跡や松阪公園の緑など歴史的景観や自然景観を残した土地利用を図

る。 
 

建築物等の整備方

針 
地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、住環境の維持と歴史的な景観の保全を図るた

め、次のように建築物等の規制・誘導を図る。 
①上殿町、本殿町地区 
 閑静な居住環境や生垣のあるまちなみと周辺の景観に調和する建築物とし、建築物の用途、

敷地面積の最低限度、壁面の位置、建築物の高さ及び建築物の形態又は意匠の制限を行う。 
 また、風情のあるまちなみを残すために垣の構造や屋外広告物についての制限を定める。 
②殿町第一校区地区 
 四五百の森や松阪城跡の景観と快適な居住環境を保全するため、周辺の景観に調和する建築

物とし、建築物の用途、建築物の高さ及び建築物の形態又は意匠の制限を行う。 
③幸、桃山地区 
高町松江岩内線の沿道や文教地区にふさわしい建築物の用途と、景観や日照権を維持するた

め建築物の高さの制限を行う。 
④御城番地区 
国指定の歴史的建造物である御城番屋敷を中心とし、松阪城跡の石垣や生垣のあるまちなみ

と調和する建築物とし、壁面の位置、建築物の高さ及び建築物の形態又は意匠の制限を行う。 
また、風情のあるまちなみを残すために垣の構造や屋外広告物についての制限を定める。 

⑤四五百の森地区 
四五百の森の自然景観にふさわしい建築物とする。 

⑥松阪城跡地区 
松阪城跡の歴史的景観を維持するため建築物の高さの制限を行う。 

 

決定までの経過 
 殿町地区地区計画は、殿町地区の皆さんが松阪城跡と四五百の森を中心

とした歴史的な景観を守るために「殿町地区計画推進委員会」を設置し、

何度も話し合いを行なう中で、地区計画の方針及び地区整備計画を定めま

した。 
平成 18 年 10 月 10 日 決定 
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２．地区整備計画 

名  称 殿町地区 

区  域 計画図表示のとおり 

面  積 約 ３７．２ ha 

建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 

 

地区の 

区 分 

名 称 上殿町・本殿町地区 御城番地区 

面 積 約 ５．１ ha 約 ５．６ ha 
建築物の用途制

限 

次に定める建築物は、建築してはならない。 

①店舗・事務所等（床面積が150 ㎡以下かつ2 階以

下のものは除く） 

②ホテル、旅館（現に当該地区内に存する建物で建築

する場合を除く） 

③遊技施設･風俗施設 

④神社、寺院、教会等（現に当該地区内に存する建物

で建築する場合を除く） 

⑤病院、公衆浴場、自動車教習所 

⑥工場･倉庫等（単独車庫（附属車庫を除く）300 ㎡

以下及び建築物附属自動車車庫で建築物の延べ面積

の1/2 以下かつ床面積が600 ㎡以下かつ1 階以下の

ものは除く） 

 

建築物の敷地面

積の最低限度 

建築物の敷地面積の最低限度は165㎡とする。 

 ただし、この地区計画の決定告示の日の前日までに

存在する 165 ㎡未満の土地で、その全部を一つの敷

地として使用する場合は当該土地の面積とする。 

建築物の敷地面積の最低限度は165㎡とする。 
ただし、この地区計画の決定告示の日の前日までに

存在する 165 ㎡未満の土地で、その全部を一つの敷

地として使用する場合は当該土地の面積とする。 

建築物の壁面位

置の制限 

壁面の位置の制限は次の各号に掲げるものとする。 

①市道新規町通り線、御城番通り線に面する部分につ

いては、道路境界線から建築物の外壁又はこれに代わ

る柱の面までの距離は1ｍ以上とする。 

②隣地境界線からの距離は0.5ｍ以上とする。 

ただし、隣地境界部分について高さ 2.3m 以下で、

床面積の合計が5㎡以内の物置はこの限りではない。 

壁面の位置の制限は次の各号に掲げるものとする。 
①市道御城番通り線に面する部分については、道路境

界線から建築物の外壁又はこれに代わる柱の面まで

の距離は1ｍ以上とする。 
②隣地境界線からの距離は0.5ｍ以上とする。 
ただし、隣地境界部分について高さ2.3m以下で、

床面積の合計が5㎡以内の物置はこの限りではない。 
建築物の高さの

最高限度 

建築物の高さの最高限度は 12ｍとする。 

ただし、ホテル、旅館で現に当該地区内に存する建

物の建築については15ｍとする。 

建築物の高さの最高限度は 10ｍとする。 

建築物の形態又

は意匠の制限 

１．建築物の形態又は意匠は、次の各号に掲げるもの

とする。 

①屋根は勾配屋根とする。 

②屋根の色は、黒、灰、青、茶、緑系統とする。 

ただし、物置、自動車車庫の附属施設はこの限りで

ない。 

２． 看板、広告類は地区内に設置しない。 

ただし、次のものはこの限りでない。 

①公共の利便に供する案内板等 

②自家用で広告物面積全体が2.5㎡以下のもの。 

１．建築物の形態又は意匠は、次の各号に掲げるもの

とする。 
①屋根は勾配屋根とする。 
②屋根の色は、黒、灰、青、茶、緑系統とする。 

ただし、物置、自動車車庫の附属施設はこの限りで

ない。 

２．看板、広告類は地区内に設置しない。 

ただし、次のものはこの限りでない。 

①公共の利便に供する案内板等 

②自家用で広告物面積全体が1㎡以下のもの。 
垣・さくの構造

の制限 

市道新規町通り線、御城番通り線に面する部分で出

入り部以外は、高さ1.5ｍ以上の生垣とし緑化の妨げ

となるコンクリートブロック等としてはならない。 

ただし周囲に調和した土塀や板塀の場合は、この限

りではない。 

市道御城番通り線に面する部分で出入り部以外は、

高さ1.5ｍ以上の生垣とし緑化の妨げとなるコンクリ

ートブロック等としてはならない。 
ただし周囲に調和した土塀や板塀の場合は、この限

りではない。 

備 考 
１．建築物等の制限に関する事項は、公共施設、学校教育施設の建築物については適用しない。 

２．用語の定義については、建築基準法及び同法施行令の例による。     
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建

築

物

等

に

関

す

る

事

項 
 

地区の 
区 分 

名 称 殿町第一校区地区 幸・桃山地区 松阪城跡地区 

面 積 約 ８．２ ha 約 １３．１ha 約 ５．２ ha 
建築物の用途制

限 
次に定める建築物は、建築

してはならない。 
①遊技施設・風俗施設 
②畜舎(15 ㎡を超えるもの) 

 

次に定める建築物は、建築

してはならない。 
①遊技施設・風俗施設 
②畜舎(15 ㎡を超えるもの) 

 

建築物の敷地面

積の最低限度 
   

建築物の壁面位

置の制限 
   

建築物の高さの

最高限度 
建築物の高さの最高限度は 

12ｍとする。 

 

建築物の高さの最高限度は 

12ｍとする。 

 

建築物の高さの最高限度は 

12ｍとする。 

 

建築物の形態又

は意匠の制限 
１．建築物の形態又は意匠は、次

の各号に掲げるものとする。 

①屋根は勾配屋根とする。 

ただし、物置、自動車車庫の附

属施設はこの限りでない。 

 

  

垣・さくの構造

の制限 
   

備 考 １．建築物等の制限に関する事項は、公共施設、学校教育施設の建築物については適用しない。 

２．用語の定義については、建築基準法及び同法施行令の例による。 

 注：四五百の森地区については、整備計画を定めておりません。 

建築物の高さ及び形態又は意匠の制限図 

隣 

地 

屋根の色 
 黒、灰、青、茶、緑系統 

１ｍ以上 

道 

路 

0.5ｍ以上 

勾配屋根 

 

※注意点 

① 地区計画の届出と建築確

認申請の双方の手続きを

要する場合には、建築確

認申請に先立って届出を

行って下さい。 
 

② 届出をした方で、その届

出に係る事項を変更する

ときにも、届出が必要で

す。 

（平成22年4月1日作成） 



殿町地区計画による建築物の用途制限 一覧表 

用途地域内の建築物の用途制限 第
二
種
住
居
地
域 

 
 

上
殿
町
・本
殿
町
地
区 

殿
町
第
一
校
区
地
区 

幸
、
桃
山
地
区 

御
城
番
地
区 

（
第
一
種
中
高
層
住
専
） 

松
阪
城
跡
地
区 

（
第
二
種
中
高
層
住
専
） 

 

備 考 

 

 地区整備計画 建築物の用途制限の有無  有 有 有 無 無 無  

住宅、共同住宅、寄宿舎、下宿  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

兼用住宅で、非住宅部分の床面積が 50m2 以下かつ建築物の

延べ床面積の 2 分の 1 未満のもの  
○ ○ ○  ○ ○  ○ ○ 非住宅部分の用途制限あり  

店 

舗 

等 

店舗等の床面積が 150m2 以下のもの  ○ ○ ○ ② ③ ③ ①日用品販売店舗、喫茶店、理髪店及

び建具屋等のサービス業用店舗のみ。

2 階以下。 

②①に加えて、物品販売店舗、飲食店、

損保代理店・銀行の支店・宅地建物 取引

業等のサービス業店舗のみ。2 階以下。 

③2 階以下 

店舗等の床面積が 150m2 を超え、     500m2 以下のもの  ○ × ○ ○ ② ③ ③ 

店舗等の床面積が 500m2 を超え、   1,500m2 以下のもの  ○ × ○ ○  ③ ③ 

店舗等の床面積が 1,500m2 を超え、 3,000m2 以下のもの  ○ × ○ ○    

店舗等の床面積が 3,000m2 を超えるもの  ○ × ○ ○    

事 

務 

所 

等 

事務所等の床面積が 150m2 以下のもの  ○ △ ○ ○  ▲ ▲ 

△▲2 階以下 

 

事務所等の床面積が 150m2 を超え、    500m2 以下のもの  ○ × ○ ○  ▲ ▲ 

事務所等の床面積が 500m2 を超え、  1,500m2 以下のもの  ○ × ○ ○  ▲ ▲ 

事務所等の床面積が 1,500m2 を超え、3,000m2 以下のもの  ○ × ○ ○    

事務所等の床面積が 3,000m2 を超えるもの  ○ × ○ ○    

ホテル、旅館  ○ △ ○ ○    △既存の建物のみ 

遊
技
施
設
・風
俗
施
設 

ボーリング場、スケート場、水泳場、ゴルフ練習場、バッティ

ング練習場等  
○ × × ×  

 
  

カラオケボックス等  ○ × × ×     

麻雀屋、パチンコ屋、射的場、馬券・車券発売所等  ○ × × ×     

劇場、映画館、演芸場、観覧場          

キャバレー、ダンスホール等、個室付浴場等          

公
共
施
設
・病
院
・学
校
等 

幼稚園、小学校、中学校、高等学校  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

大学、高等専門学校、専修学校等  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

図書館等  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

巡査派出所、一定規模以下の郵便局等  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

神社、寺院、教会等  ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ △既存の建物のみ 

病院  ○ × ○ ○ ○ ○ ○  

公衆浴場、診療所、保育所等  ○ △ ○ ○ ○ ○ ○ △公衆浴場を除く 

老人ホーム、身体障害者福祉ホーム等  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

老人福祉センター、児童厚生施設等  ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  

自動車教習所  ○ × ○ ○     

工 

場 

・ 

倉 

庫 

等 

単独車庫（附属車庫を除く）  ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲300 ㎡以下 

建築物附属自動車車庫 

①②③については、建築物の延べ面積の 1/2 以下かつ

備考欄に記載の制限  

③ ③ ③ ② ② ② 
① 600 ㎡以下 1 階以下 

② 3,000 ㎡以下 2 階以下 

③ 2 階以下 

倉庫業倉庫          

畜舎(15m2 を超えるもの)  ○ × × ×     

パン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋、洋服屋、畳屋、建具屋、自

転車店等で作業場 の床面積が 50m2 以下  
○ × ○ ○ ▲ ▲ ▲ 原動機の制限あり ▲2 階以下 

危険性や環境を悪化させるおそれが非常に少ない工場  ① × ① ①    原動機･作業内容の制限あり 

作業場の床面積 

①50 ㎡以下 

危険性や環境を悪化させるおそれが少ない工場         

危険性や環境を悪化させるおそれがやや多い工場         

危険性が大きいか又は著しく環境を悪化させるおそれがあ

る工場  
        

自動車修理工場  ① × ① ①    
作業場の床面積 

①50 ㎡以下 

火薬、石油類、ガスなどの 

危険物の貯蔵・処理の量  

量が非常に少ない施設  ○ × ○ ○    

①1,500 ㎡以下 2 階以下 

②3,000 ㎡以下 

量が少ない施設         

量がやや多い施設         

量が多い施設         

※）本表は建築基準法別表第二表の概要であり、すべての制限について掲載したものではありません。 

 

用途地域で建てられない用途 
 

①、②、③、▲  面積、階数等の制限 
 

×、△、 地区計画で制限する用途 





届出の方法 

  
地区計画は、個々の建築行為等を規制、誘導することによって実現されていきます。

そのため個々の建築行為等に着手する３０日前に「届出」をしていただき、その届出

が地区計画の内容に沿ったものであるかどうかを判断します。 
 
 
●届出の対象となる行為（※届出が必要な行為は以下に示すものです。） 

○ 建築物の建築（新築、増築、改築、移転） 
○ 工作物の建設 
○ 土地の区画形質の変更 
○ その他、地区整備計画で制限のある行為 

 
●届出の方法（※届出の方法は以下のようになっています。） 
 
 
◎届出期限    行為着手日の３０日前までに届出してください。 
 
◎届出 先     松阪市役所 都市政策部 建築開発課  

（TEL ０５９８－５３－４１５６） 
 
◎届出図書    ○地区計画の区域内における行為の届出書 
         ○添付図書一式 
         （位置図、配置図、平面図、立面図、外構図） 
 
◎届出部数    １部 
      
         ※図面中には、地区整備計画により定められた事項のうち、 
          あなたの計画されている敷地等に該当する事項の内容を 

もれなく記入してください。 
 

 
 

 
届出書の用紙は、上記届出先にあります。なお、届出の前に、出来るかぎり計画

の内容等についての事前相談をお願いします。 
 

 
 

松阪市　建設部　建築開発課　

 ２部（正本１部、副本１部） 





別記様式第十一のニ（ 第 43 条の 9 関係）  
 

地区計画の区域内における行為の届出書 

  年  月  日 

宛先  松 阪 市 長 

 

届出者 住所               

   氏名               

 

都市計画法第５ ８ 条の２ 第１ 項の規定に基づき 、  

 □土地の区画形質の変更      

 □建築物の建築又は工作物の建設  

 □建築物等の用途の変更       について、 下記によ り 届け出ます。  

 □建築物等の形態又は意匠の変更  

 □木竹の伐採           

 

記 

 １  行為の場所       松阪市      町 

 ２  行為の着手予定日         年   月   日 

 ３  行為の完了予定日         年   月   日 

 ４  設計又は施工方法    （ 下表）  

（ １ ） 土地の区画形質の変更   区域の面積         ㎡ 

（ ２ ）  

建築物 

の建築 

又は 

工作物 

の建設 

(イ )行為の種別（ 建築物の建築・ 工作物の建設）（ 新築・ 改築・ 増築・ 移転）  

(ロ ) 

設 

計 

の 

概 

要 

 届 出 部 分 届出以外の部分 合     計 

(1)敷地面積   ㎡  

(2)建築又は 

   建設面積 
㎡  ㎡  ㎡  

(3)延べ面積 
㎡  

（     ㎡）  

㎡  

（     ㎡）  

㎡  

（     ㎡）  

(  4)高さ  地盤面から        ｍ 

(5)用途  

(6)垣又はさ く の構造  

(7)盛土高さ  cm （ 嬉野中川地区計画のみ）  

（ ３ ）  

建築物等の 

用途の変更 

(イ )変更部分の延べ面積 (ロ)変更前の用途 (ハ)変更後の用途 

 ㎡      

（ ４ ） 建築物等の形態又は意匠の変更 
変更の内容 

  

（ ５ ） 木 竹 の 伐 採 伐 採 面 積            ㎡ 

 

※連絡先 会社名等：               担当：         

     （ TEL：     －   －      FAX：     －   －    ）  



（ 裏面）  

備考 

 １  届出者が法人である 場合においては、 氏名は、 その法人の名称及び代表者の氏名を 記載する こ

と 。  

 ２  建築物等の用途の変更について変更部分が２ 以上ある と き は、 各部分ごと に記載するこ と 。  

 ３  地区計画において定めら れている内容に照ら し て、 必要な事項について記載するこ と 。  

 ４  都市計画法第 12 条の 9 に規定する内容を 定めた地区整備計画の区域内における 建築物の建築又

は用途の変更については、 次に掲げる 事項に留意するこ と 。  

 (1) 当該建築物の建築については、 (2)(ロ )(ⅲ)延べ面積欄の（   ） の中に当該建築物の住宅の用

途に供する 部分の延べ面積を 記載する こ と 。 用途の変更があわせて行われる と き は、 用途変更

後の住宅の用途に供する 部分の延べ面積を 記載するこ と 。  

  (2) 当該建築物の用途の変更については、 (2)(ロ )(ⅰ)敷地面積の合計欄及び(2)(ロ )(ⅲ)延べ面積の

合計欄（ 同欄中の（   ） は用途変更後の当該建築物の住宅の用途に供する 部分の延べ面積の

合計欄） についても 記載する こ と 。  

 ５  同一の土地の区域について２ 以上の種類の行為を 行おう と する と き は、 一の届出書によ る こ と

ができ る 。  

 ６  届出書及び添付図書は、 行為着手の日の３ ０ 日前までに提出する こ と 。  

 
 

添付図書（ 省令第 43 条の 9） 
 

  

（ １ ）  土地の区画形質の変更にあつては、 次に掲げる図面 

   イ  当該行為を行う 土地の区域並びに、 当該区域及び当該区域の周辺の公共施設を

表示する図面で縮尺 1,000 分の 1 以上のも の 

   ロ 設計図で縮尺 100 分の 1 以上のも の 

（ ２ ）  建築物の建築、 工作物（ 建築物以外の工作物をいう 。 以下同じ 。） の建設又は建

築物若し く は工作物の用途の変更にあつては、 次に掲げる図面 

   イ  敷地の位置及び付近の状況を示す図面で縮尺 2,500 分の 1 程度のも の（ 付近見

取図： 原則、 都市計画図の写し と する 。）  

   ロ 敷地内における建築物又は工作物の位置を表示する図面で縮尺 100 分の 1 以上

のも の（ 配置図）  

   ハ ２ 面以上の建築物又は工作物の立面図及び各階平面図（ 建築物である場合に限

る） で縮尺 50 分の 1 以上のも の 

（ ３ ）  建築物又は工作物の形態又は意匠の変更にあつては、 前号イ に掲げる図面及び２

面以上の立面図で縮尺 50 分の 1 以上のも の 

（ ４ ）  木竹の伐採にあつては、 次に掲げる図面 

   イ  当該行為を行う 土地の区域を表示する図面で 1,000 分の 1 以上のも の 

   ロ 当該行為の施行方法を明ら かにする図面で 100 分の 1 以上のも の 

（ ５ ） その他参考と なるべき 事項を記載し た図書 

 



別記様式第十一の三（ 第 43 条の 11 関係）  
 

地区計画の区域内における行為の変更届出書 

  年  月  日 

宛先  松 阪 市 長 

 

届出者 住所               

    氏名               

 

都市計画法第 58 条の 2 第 2 項の規定に基づき 、 届出事項の変更について、 下記により 届け

出ます。  

 

記 

 

１  当初の届出年月日        年   月   日 

２  変更の内容 

 

 

 

 

３  変更部分に係る行為の着手予定日        年   月   日 

４  変更部分に係る行為の完了予定日        年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ 変更前の届出書の受付番号）   
 

※連絡先 会社名等：               担当：         

     （ TEL：     －   －      FAX：     －   －    ）  

 

備 考 

  １  届出者が法人である 場合においては、 氏名は、 その法人の名称及び代表者の氏名を 記載する

こ と 。  

  ２  変更の内容は、 変更前及び変更後の内容を 対照さ せて記載する こ と 。  





委  任  状 

 

 

＜委任者＞ 
    フ  リ  ガ ナ 

  【 氏  名】                 印 

  【 住  所】 〒  －     

  【 電話番号】  

 

 私は、 下記の者を 代理人と 定め、 都市計画法第 58 条の２ の規定に基づく 地区

計画の区域内における建築等の届出等に関する下記の手続き を 委任し ます。  

 

  年  月  日 

 

 

                  記 

＜代理者＞ 

  【 資  格】（   ） 級建築士 （     ） 登録第        号 

  【 氏  名】  

  【 建築士事務所名】  

       （   ） 級建築士事務所 （    ） 知事登録第     号 

        

  【 所 在 地】 〒  －     

  【 電話番号】      （    ）  

  【 FAX 番号】      （    ）  

 

 

＜委任の概要＞ 

 【 行為の位置】  松阪市    町 

【 委 任 事 項】  □ 届出書の提出 □ 通知書の受取 

 □ 変更届出書の提出 □ 変更届出書の受取 

 □ 届出書の修正   

 □    

 




